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Our Way

Our Way

　当社は、創⽴以来、情報技術で新しい「しくみ」や「価値」を創造し、より
豊かで調和のとれた社会の実現に貢献するという企業理念の下、お客様や
社会へのサービス提供に邁進することで事業を拡大してきました。
　今後、更に発展し続けるため、私たちのめざす⽅向についての基本的な
考え⽅を「Our Way」として定めています。	�

Our Way �
https://www.nttdata.com/global/ja/about-us/mission/

　2022年5月「Our Way」の一部である行動規範を刷新し、新たに「NTT
データグループ行動規範」を制定しました。新たな行動規範では、倫理やコ
ンプライアンスに係る内容のみならず、当社グループのサステナビリティに係
る方針に沿った内容を反映しています。本⾏動規範を理解し、遵守し、実践
していくことは、全社員の責任であり、当社グループ各社の経営幹部は、本
⾏動規範の遵守にあたって率先垂範するとともに、社員の本⾏動規範への
遵守を促す環境の確⽴に努めています。	�

NTT データグループ行動規範 
https://www.nttdata.com/global/ja/-/media/nttdataglobal-ja/files/about-us/mission/ 
ntt-data-group-code-of-conduct.pdf

NTT DATA は、情報技術で、 
新しい「しくみ」や「価値」を創造し、 
より豊かで調和のとれた社会の実現に貢献する。

1．わたしたちは、「お客様のため」最善を尽くします
2．わたしたちは、「行動」し、「挑戦」します
3．�わたしたちは、「活き活き」とした「明るい会社」をつくります

Trusted Global Innovator
お客様から長期的に信頼されるパートナー

Clients First    Foresight    Teamwork

日々の活動における基本的な規範

NTT DATA のサステナビリティ

企業理念

社員信条

Group Vision

Values 

NTT データグループ 行動規範
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委任・監督 報告

監督 審議・報告
全社リスクと整合

推進体制

　当社グループにおいて、サステナビリティの重要な課題は、取締役会で議
論、戦略を示し、方針を決定したうえでモニタリングを実施しています。当社
グループが持続的に成長できるよう、代表取締役社長のリーダーシップの下、
経営戦略の主管組織である事業戦略室及び関係主管組織とサステナビリ
ティ経営推進部を中心に議論を行い、方針や目標、施策等を企画策定・実行
するとともに、中期経営計画（2022～2025年度）で定めた各種計画の進捗
についてモニタリングしています。これまで、グリーンイノベーション推進委
員会を通じて、お客様と社会の脱炭素に向けた解決策の提供と当社の温室
効果ガス排出量削減を推進してきましたが、2024年4月からは、より広い視
点でサステナビリティ経営を推進するために、グリーンイノベーション推進委
員会をサステナビリティ経営推進委員会へと進化させました。サステナビリ
ティ経営推進委員会は、代表取締役副社長執行役員であるコーポレート総
括担当役員を委員長としNTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, 
Inc. の代表者を構成員としています。引き続き取締役会の監督並びに代表
取締役社長のリーダーシップのもと、サステナビリティ経営推進にかかる提
言、戦略の策定及びモニタリング等を実施しています。また、サステナビリ
ティ経営に関する各種課題について実務的な議論を行うために、テーマ別
に6つの小委員会（テーマ別ワーキンググループ）を設置しています。協議し
た内容は原則年2回、取締役会にて審議又は報告していきます。

サステナビリティ経営推進体制

取締役会

＊ 2024年10月時点

サステナビリティ経営推進委員会

小委員会（テーマ別ワーキンググループ）

サステナビリティ 
経営推進全般 温室効果ガス削減 サステナビリティ 

ビジネス推進
サプライチェーン 

マネジメント
人的資本
人権 /DEI

サステナビリティ 
情報開示

NTT データグループ社

NTT データ NTT DATA, Inc.

経営会議 代表取締役社長 内部統制委員会
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NTT DATA のサステナビリティ経営

　当社グループは、創立以来、「情報技術で新しい『仕組み』や『価値』を創
造し、より豊かで調和のとれた社会の実現に貢献する」という企業理念の下、
お客様や社会へのサービス提供に邁進することで事業を拡大してきました。
中期経営計画では、「Realizing a Sustainable Future」というスローガン
の下、未来に向けた価値をつくり、様々な人々をテクノロジーでつなぐこと
で、お客様とともにサステナブルな社会の実現をめざしています。社会環境
及び事業環境が大きく変化し続ける現在の局面を更なる成長の機会と捉え、
より長期的な視点を持ったサステナビリティ経営を推進するために、環境、
経済、社会の3つの軸を定め、9つのマテリアリティ（重要課題）を設定し、取
り組みを進めています。

「Regenerating Ecosystems　未来に向けた地球環境の保全」
「Clients’ Growth　サステナブルな社会を支える企業の成長」
「Inclusive Society　誰もが健康で幸福に暮らせる社会の実現」

　また、有価証券報告書の「サステナビリティに関する考え方及び取り組
み」に沿ってサステナビリティ経営、気候変動、人的資本における 1 ガバナ
ンス 2 戦略 3 リスク管理 4 指標及び目標を記載しています。	�

2024年度3月期　有価証券報告書 18ページ  2「サステナビリティに関する考え方及び取り組み」 
https://www.nttdata.com/global/ja/investors/library/asr/

現中期経営計画でめざす姿

グローバルブランドの確立（2016-2018）
NTT DATA: Ascend; Rise and grow our global brand

Midpoint to Global 3rd Stage（2019-2021）
変わらぬ信念、変える勇気によってグローバルで質の伴った成長をめざす

Realizing a Sustainable Future
未来に向けた価値をつくり、様々な人々をテクノロジーで 
つなぐことでお客様とともにサステナブルな社会を実現する

グローバルカバレッジの拡大（2005-2015）
グローバルで多様な IT サービスを効率的に提供する企業グループ

1st
Stage

2nd
Stage

3rd
Stage

中期経営計画 
（2022-2025）

Revenue	 :	 2.16	兆円
Global Business	 :	 41	%
Clients > $50M	 :	 50

Revenue	 :	 2.55	兆円
Global Business	 :	 41	%
Clients  > $50M	 :	 82

Revenue	 :	 1.61	兆円
Global Business	 :	 31	%
Clients > $50M	 :	 < 10
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サステナブルな社会の実現に向けた9つのマテリアリティと決定プロセス

9つのマテリアリティ
　「Regenerating Ecosystems」「Clients’ Growth」「Inclusive Society」の3つの軸の下、それぞれ3つのマテリアリ
ティを決定し、SDGs への貢献にも取り組んでいます。

Clients’ Growth

サステナブルな社会を
支える企業の成長

  �Smart X  
Co-innovation�

スマートでイノベーティブな社会の実現に
向けて、様々な企業との共創により新しい
価値を創出する

  �Trusted  
Value Chain�

セキュリティやデータプライバシーを守り、
安心安全でレジリエントな企業活動を実
現する

  �Future of  
Work�

パフォーマンスとEX を高める新しい働き方
を提供し、社会全体の働き方改革を推進
する

Economy

Inclusive Society

誰もが健康で幸福に
暮らせる社会の実現

  �Human Rights  
& DEI�

多様な人々が互いの人権を尊重し、活き活
きと活躍する公平な社会の実現に取り組む

  �Digital  
Accessibility�

基本的ニーズへ誰もが等しくアクセスでき
るサービスを実現し、人々のQOL 向上を実
現する

  �Community  
Engagement�

地域社会の発展に向けた課題やニーズを
理解し、暮らしを豊かにするサービスを提
供する

Society

Regenerating 
Ecosystems

未来に向けた
地球環境の保全

  �Carbon 
Neutrality�

社会やお客様の脱炭素に向けたイノベー
ションを創出し、気候変動問題の解決に貢
献する

  �Circular  
Economy�

ごみを減らし、製品やサービスの価値が循
環し続ける社会を実現する

  �Nature  
Conservation�

自然資本の保全・回復によって、健全な地
球環境を創出し、人々の豊かな生活に貢
献する

Environment

サステナビリティ経営

サステナブルな社会の実現に向けて、企業活動と事業活動により、 
社会課題の解決・地球環境へ貢献に取り組むことで、お客様とともに成長していく

Realizing a Sustainable Future

Creating Value for Sustainability
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マテリアリティ決定プロセス
　当社グループでは、国際社会の動向やステークホルダーからの期待等、サ
ステナビリティを取り巻く外部環境の変化を踏まえ、グローバルなガイドライ
ンであるGRI で提示されたマテリアリティ決定プロセスに則り、マテリアリ
ティの定期的な見直しを行っています。現在のマテリアリティは、2022年に
公表した中期経営計画において、「Realizing a Sustainable Future」という
スローガンの下、3つの軸を定め、各軸3つずつ、サステナビリティ経営を推
進するために取り組むべき重要な課題として策定しました。
　これらのマテリアリティはグローバルな基準設定機関等の課題を抽出し
て評価・検証を行うとともに、当社における重要性評価においても、事業
部門や海外グループ会社等を含めた全社で社会（ステークホルダー）から
の期待とリスク、その影響の大きさについて幅広く検討し、グローバル NGO
や外部有識者の意見等も踏まえ、取締役会において9つのマテリアリティを
決定しました。

Step 4
課題の決定

グローバルの主要な基準設定機関
が整理している課題やサステナビリ
ティ評価機関の評価項目等を参
照。またグローバルな社会的課題
が網羅されているSDGs との関連
も含めて、自社の長期的な戦略を
検討する上で考慮すべき社会課題
リストを設定

特定した重要課題に関する妥当性
について、当社の重要な意思決定
者によって構成される取締役会に
て議論。またグローバル NGOや外
部有識者によるレビュー及び意見
交換を実施

経営層による議論と決定

外部有識者等によるレビュー等を
踏まえ、再度、取締役会での議論
を経て決定

「ステークホルダーにとっての重要度」「NTT DATA にとっての重要度」
の両側面から課題を3段階で評価し、マトリックス上で優先度の高い課
題を特定

ステークホルダーにとっての重要度
● 社会（グローバル NGO ／国際機関）
● 株主・機関投資家等（調査・格付機関の評価結果 等）
● グローバルな社会的課題（SDGs 等）

NTT DATA にとっての重要度
● �事業活動（事業戦略遂行にあたっての課題や収益機会とリスクの両

側面で評価）
● �企業活動（全社横断戦略遂行にあたっての課題や主にリスク側面で

の評価）

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

高

低

低 高NTT DATA

Step 1
課題の抽出・設定

Step 2
課題の選定

Step 3
妥当性の検証

16
課題

9
課題

25
課題
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9つのマテリアリティに関する進捗及び2024年度目標
マテリアリティ SDGsゴール 2023年度指標 全社目標 全社実績 達成状況 2024年度指標 範囲 全社目標 活動方針

Environment
——

Regenerating 
Ecosystems

 P16

�Carbon Neutrality   P21
CO2排出量 461，000t-CO2以下

（NTT Ltd. 含む）
Scope1： 39,507t-CO2

Scope2： 307,009t-CO2
継続

温室効果ガス排出量（Scope1・2）
役員報酬連動指標

3
341,000t-CO2以下

（2024年10月時点の暫定値。 
確定後更新）

再生可能エネルギーの導入、省エネルギー施策実行を通じて、温室効果ガス排出量
を削減

一般車両のEV 化推進 非開示 非開示 廃止 モニタリングは継続

Circular Economy   P36
廃棄物リサイクル率 一般・産業廃棄物： 99% 以上

建設廃棄物： 87%
一般・産業廃棄物： 99%
建設廃棄物： 95% 継続 廃棄物リサイクル率 2 一般・産業廃棄物： 99% 以上

建設廃棄物： 87% リサイクル率の高い回収業者への委託を継続して推進

新規 廃棄物処理（PCB）に関する法令違反件数 2 0件 法令違反件数0を目指し、適切な管理を推進

Nature Conservation   P38

紙使用量 40% 削減（2020年度比） 37% 廃止 モニタリングは継続

新規 自然保護地区に設置した事業用設備の数 
及び全体に占める割合 3 モニタリング指標＊1

データセンターの位置情報から現状を把握
新規 水リスク地域に設置した事業用設備の数 

及び全体に占める割合 3 モニタリング指標＊1

Economy
——

Clients’  
Growth

 P42

Smart X Co-innovation   P44
B2B2X 収益額 非開示 非開示 廃止 中期目標を達成し、定着に目途がついたため非財務目標からは廃止

スマートでイノベーティブな社会の実現に向け、各事業領域にてマテリアリティに関連するオファリングの創出及びビジネスへの展開を推進 スマートでイノベーティブな社会の実現に向け、各事業領域にてマテリアリティに関連
するオファリングの創出及びビジネスへの展開を推進

Trusted Value Chain   P48

重大なセキュリティインシデント発生数 0件 0件 見直し 重大なセキュリティインシデント発生数＊2 3 0件 新しい指標の定義に沿って、取り組みを継続

重大システム故障件数 非開示 2件 継続 重大システム故障件数＊3 1 0件＊3 昨年度末実施したシステム総点検を踏まえ、引き続き重大システム故障予防に向け
た取り組みを継続

コンプライアンスIBT 受講率 100% 100% 廃止 高いレベルでの実施が定着したため、非財務目標からは廃止

反競争的 · 贈收賄違反件数 0件 0件 継続 反競争的 · 贈收賄違反件数 3 0件 NTTデータグループ行動規範及び各種法令遵守の徹底を継続して推進

重要なサプライヤとの直接対話実施率 100% 100% 見直し 改善要請が必要なサプライヤとの直接対話率 3 100% NTTグループ主要8社と分担しながら、サステナビリティの取り組みについて改善要請
が必要なサプライヤ約50社と対話を実施

Future of Work   P68

社員満足度＊4 73% 以上
71%

（参考：国内グループ会社を除く
グローバル全体で83%）

継続
社員エンゲージメント率＊5

役員報酬連動指標
1 73% エンゲージメントの維持・向上を目指し、調査結果を踏まえた改善活動、経営層との

対話や社員の声を反映した取り組みを継続的に実施

リモートワーク率 モニタリング指標 63.2% — 継続 リモートワーク率 1 モニタリング指標＊1 モニタリングは継続

離職率 モニタリング指標 3.0% — 継続 離職率 1 モニタリング指標＊1 モニタリングは継続

Society
——

Inclusive  
Society

 P82

Human Rights & DEI   P84

女性新任管理職登用率 30% 22.8% 継続
女性の新任管理者任用率＊5

役員報酬連動指標
1 30%

女性管理職数を増やす取り組みを推進し、更なる母集団形成を推進女性管理職比率 15%（2025年度末まで） 10.8% — 継続 女性管理職比率 1 15%（2025年度末まで）

女性役員比率 25%（2025年度末まで） 22.7%＊7 — 見直し 女性経営幹部数＊6 1 20名（2025年度末まで）

外部人財採用率 30% 45.6% 継続 経験者採用率＊5 1 30% 新卒、経験者とも引き続き採用規模を維持し、経験者採用はより即戦力となる人財
の採用を強化

男性育休取得率 100% 105.7% 継続 男性育休取得率 1 100% 現状の水準の維持・向上を目指し、男性も育児に参画しやすい環境づくりを更に推進

サステナビリティ経営 IBT 受講率 100% 100% 廃止 高いレベルでの実施が定着したため、非財務目標からは廃止

確認された人権に関する違反 0件 1件 継続 確認された人権に関する違反 1 0件 社員同士でハラスメント等をテーマにした人権に関する対話の場を設定し、更なる意
識啓発を実施

サステナビリティ取り組み情報発信 67件 非開示 廃止 高いレベルでの実施が定着したため、非財務目標からは廃止

Digital Accessibility   P91 社会課題解決につながる 
社内ワークショップへの参加、又は 
社外支援活動等の参加率

70% 以上 88.2% 見直し
サステナビリティ実践につながる 
ワークショップ、又は 
社外支援活動等への社員参加率

1 80% 更なる自分事化を目指し、自社事業とサステナビリティの関わりを考えるワークショッ
プメニューを追加し、サステナビリティ実践に向けて全社員の意識底上げ

Community Engagement   P91

＊1 目標設定は行わないが、水準を注視するために実績をモニタリングする指標
＊2 �本指標は2024年度に定義を見直すとともに、正式な指標名は「サイバー攻撃起因、 内部不正、過失問わず対外的に

広く認知された事案数」を含む

＊3 目標値は0件と設定し、許容限界を近年の実績値より2件とする
＊4 �社員満足度 「当社で働くことを誇りに思う」 で肯定的評価をつけた社員の割合（NTTデータグループ社、NTTデータ、

NTT DATA, Inc.（国内））

＊5 � 名称のみ変更し、指標の定義は2023年度と同様
＊6 役員・組織長等
＊7 NTT データグループ社の実績

＜範囲項目の凡例＞
達成状況： �  100% 以上の達成率、  目標達成、  目標未達
範囲： 1

 
NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内）、2   1 に加え、国内グループ会社、3   2 に加え、海外グループ会社
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ステークホルダーとの対話

　当社は、日常業務における対話を重視し、ステークホルダーの皆様とともに歩む姿勢をグループに浸透させるとともに、幅広い社会からの期待について検討し、社会課題の解決に向けて取り組んでいます。

ステークホルダー 主なアプローチ 関連する9つのマテリアリティ

お客様

当社の提供するサービス等をご利用になる法人等、すべてのお客様 ● �日常の営業・提案活動及びサービス提供活動
● �お客様満足度調査（アンケート、インタビュー）
● �社会課題解決をテーマとしたワークショップ

9つのマテリアリティ

株主・投資家

当社の株主の皆様をはじめとした、個人・機関投資家の皆様 ● �定時株主総会
● �CEO・CFO・コーポレート担当役員・IR 室による 

1 on 1ミーティング
● �個人／機関投資家向け会社説明
● �有価証券報告書
● �機関投資家とIR 室・サステナビリティ経営推進部

等とのミーティング

● �統合レポート
● �IR サイト
● �決算説明会
● �株主通信

9つのマテリアリティ

政治行政

IT サービス事業をはじめ雇用・経済・環境等の政策を司る国及び
地方自治体の皆様

● �地方自治体の技術活用に関する協定
● �官公庁の審議会・委員会・研究会等への参加
● �業界団体の各種委員会・検討会等への参加

● �Smart X Co-innovation
● �Trusted Value Chain
● �Future of Work

● �Human Rights ＆ DEI
● �Digital Accessibility
● �Carbon Neutrality

学術団体・研究機関

技術革新の推進等と関わりがある学術団体や研究機関の皆様 ● �産官学連携プロジェクトへの参画
● �共同研究の実施

● �Smart X Co-innovation
● �Digital Accessibility
● �Carbon Neutrality

社会・NPO・NGO

当社と本業を通じて関わりがある地域社会、非営利団体等の皆様 ● �地域イベントへの参加
● �社会貢献活動における協働・協賛
● �Web サイトからの意見交換

● �アドバイザリーボード
● �AI アドバイザリーボード
● �NPO・NGO との社会課題解決ワークショップ

● �Carbon Neutrality
● �Trusted Value Chain
● �Future of Work

● �Human Rights ＆ DEI
● �Digital Accessibility
● �Community Engagement

お取引先

当社のサービス等提供にあたり、様々な協力をいただいている
ビジネスパートナーの皆様

● �お客様の DX 推進に向けた戦略的協業
● �日常の取引活動
● �ビジネスパートナー（BP）社長会

● �意見交換会
● �技術説明会
● �アンケート

● �Smart X Co-innovation
● �Trusted Value Chain
● �Digital Accessibility

社員

当社で働く社員とその家族等の皆様 ● �社員がやりがいを感じられる人事制度
● �社員エンゲージメント調査
● �経営幹部キャラバン
● �提案／相談窓口

● �労働組合とのエンゲージメント
● �各種カウンセリング
● �e-ラーニング
● �社員向けサステナビリティポータルサイトの設置

● �Future of Work
● �Human Rights ＆ DEI
● �Digital Accessibility
● �Community Engagement
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外部有識者からのアドバイス

　社会課題やグローバルビジネスに見識を持つ社外の有識者から、サステナブルな社会の実現に向けた当社の貢献
について意見をいただくことを目的として、2012年7月より企業経営者・学識専門家等5人で構成される「アドバイザ
リーボード」を設置しています。メンバーは数年ごとに選任され、年2回開催される会議で、経営課題や社会課題につ
いてアドバイザリーボードにおいて助言を受け、事業運営に活かしています。
　第六期のアドバイザリーボードにおいては、当社グループの日本国内の事業が継続的に拡大し、海外においても事
業統合により急激に事業が拡大している状況を踏まえ、グローバル経営体制のいっそうの強化、国内外ビジネスの持
続的な成長、企業価値の向上等に資する有益な助言を受けることを目的として、以下の方々の就任を決定しました。	�

第六期アドバイザリーボードメンバー決定 �
https://www.nttdata.com/global/ja/news/release/2024/031800/

第五期 第六期

設置時期 2022年4月～2024年3月 2024年4月～

開催頻度 年2回

メンバー
（敬称略／五十音順）

● �翁 百合 
（株）日本総合研究所 理事長

● �楠木 建 
一橋ビジネススクール 教授

● �斎藤 保 
（株）IHI 相談役

● �冨田 哲郎 
東日本旅客鉄道（株） 取締役会長

● �藤沢 久美 
（株）国際社会経済研究所（IISE）理事長

● �岩井 睦雄 
日本たばこ産業（株） 取締役会長

● �越塚 登 
東京大学大学院情報学環 教授

● �橋本 勝則 
東京都立大学大学院経営学研究科 特任教授

● �ピーター D. ピーダーセン 
特定非営利活動法人ネリス 代表理事

● �松田 千恵子 
東京都立大学大学院経営学研究科 教授

議論

● �当社がイニシアティブをとって取り組む社会変革
● �更なる成長に向けた Global Headquarters のあり方
● �当社が推進するサステナビリティ経営について
● �3社体制での総合力を発揮する取り組み
● �価値提供の最大化に向けた取り組み

● �3社体制移行を踏まえたグローバル経営体制の一層
の強化

● �国内外ビジネスの持続的な成長につながる競争戦略
● �企業価値の向上に向けた取り組み

※ 記載内容はプレスリリース時点の情報になります。
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　当社は、国内外の様々な団体、イニシアティブ等に積極的に加盟しています。

主な加盟団体、イニシアティブ等

加盟団体（原則にコミットメント）
国連グローバル・コンパクト（UNGC）

国連と民間企業・団体が手を結び、健全なグローバル社会を築くための世界最大のサステナビリティイニシアティブ。4分野10原
則に賛同し、持続可能な成長を実現するための自発的な取り組みです。当社は2022年7月に署名・参画し、毎年活動状況を報告
しています。

Women’s Empowerment Principles（WEPs）
国連グローバル・コンパクトと国連女性機関（UN Women）が共同で作成した、女性の活躍推進に積極的に取り組むための行動
原則。企業活動の活力と成長の促進を目指し、女性の経済的エンパワーメントを推進する国際的な原則として、当社は2019 年
に署名しています。

加盟団体
World Economic Forum（WEF）

政治、経済、学術などの各分野におけるリーダーと連携することにより、世界、地域、産業の課題を形成し、世界情勢の改善に取
り組むことを目的とした団体。当社は2023年に参画し、ダボス会議をはじめとする各種イニシアティブに参加・貢献しています。

Business for Social Responsbility（BSR）
世界のビジネス界に対してサステナビリティを推進する目的として300社以上のグローバル企業が会員に加盟しており、世界のサ
ステナビリティに関する議論形成や方向性をリードする中心的存在として大きな影響力を持っているイニシアティブ。当社は2023
年に加盟しています。

一般社団法人　日本経済団体連合会
企業と企業を支える個人や地域の活力を引き出し、経済の自律的な発展と国民生活の向上に寄与することを目的とした総合経
済団体。当社は「企業行動憲章」の第9回改訂に参画しています。

経団連自然保護協議会
経団連の参加企業を中心に、生物多様性の国際目標、国内政策への提言等様々な活動を展開する協議会。当社は2023年3月に
参画しています。

Green x Digital コンソーシアム
環境関連分野のデジタル化や新たなビジネスモデルの創出等に係る取り組みを通じて、2050年カーボンニュートラルの実現に寄
与すべく設立した団体。当社は2021年10月に参画し、「見える化 WG（GHG 排出量データの企業間流通に向けた標準化を行うワー
キング・グループ）」等にて活動しています。

Green Software Foundation（GSF）
グリーンなソフトウェアの普及展開とその実現に向けたエコシステム構築を目指して設立した非営利団体。当社は2021年5月に
コアメンバーとして加盟しました。

ESTAINIUM 協会
業界横断で企業・団体・学術機関のハブとなり、サプライチェーン上の企業間で温室効果ガス排出量データ（製品カーボンフットプ
リント情報）をセキュアにやり取りできるオープンな基盤を構築し、産業界の脱炭素をめざす非営利団体。当社が14の関連企業と
ともに、2022年6月に設立しました。

加盟イニシアティブ
Science Based Targets（SBT）

世界全体の平均気温の上昇を産業革命以前に比べて1.5℃に抑えるための科学的根拠に基づいた温室効果ガス排出削減目標。
2020年6月に Scope1, 2目標について、1.5℃目標の認定を取得しました。

Business Ambition for 1.5℃
2050年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを目指し、企業に科学的根拠に基づいた削減目標を設定するよう緊急
の呼びかけを行うキャンペーン。当社は2021年3月に宣言に賛同しました。

30by30アライアンス
2030年までに陸と海の30％ 以上を健全な生態系として保全・保護をめざす、30by30の目標達成に向けた機運の醸成と取り組
みの促進を図ることを目的とした環境省が創設した有志連合。当社は2023年2月に賛同しました。

レポーティング
Task Force on Climate-related Financial Disclosures（TCFD）

G20の財務大臣・中央銀行総裁からの要請を受け金融安定理事会の下に設置された、民間主導による気候関連財務情報の開示
に関するタスクフォース。気候変動対応を経営の重要課題と位置付け、全社横断での活動や対外的な活動の透明性確保を推進
しており、当社は2021年3月に賛同を表明しました。

自然関連財務情報開示タスクフォース（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures：TNFD）
民間企業や金融機関が、自然資本及び生物多様性に関するリスクや機会を適切に評価、開示するための枠組みを構築する国際
的なイニシアティブ。当社は2023年2月に参画しました。

CDP GOLD 認定パートナー
投資家、企業、国家、地域、都市が自らの環境影響を管理するためのグローバルな情報開示システムを運営するNGO 団体。当社
は気候変動コンサルティング、ソフトウェア領域において2022年3月にグローバルでの CDP パートナーとなりました。

その他
● 公益社団法人 経済同友会
● 一般財団法人 日本データ通信協会　● 一般社団法人 電気通信協会　● 日本電子決済推進機構
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　当社のサステナビリティに対する取り組みは、調査機関から高い評価を得ており、複数のインデックスの構成銘柄に選定されています。

外部評価 （2024年10月現在）

評価機関
Dow Jones Sustainability Indices World Index / Asia Pacific Index

S&P グローバル社によるESG側面から企業の持続可能性を評価するインデックス。Dow Jones Sustainability 
IndicesのWorld Index に7年連続、Asia Pacific Index に15年連続で選定されています。

The S&P Sustainability Yearbook 2024

世界的なESG 投資の調査・評価機関である米国のS&P Global 社が発行した「The S&P Sustainability 
Yearbook 2024」において、「情報技術サービス及びインターネットソフトウェア・サービス」分野の上位
1％に選定されています。

FTSE4Good Index

ESG（環境・社会・ガバナンス）面で優れた企業を選定するインデックスであり、構成銘柄に選定されて
います。

FTSE Blossom Japan Index

ESG（環境、社会、ガバナンス）評価の高い日本企業のパフォーマンスを測定するために設計され、構成
銘柄に選定されています。

S&P/JPX カーボン・エフィシエント指数�

日本市場の動向を示す代表的な株価指数であるTOPIX をユニバースとし、環境情報の開示状況、炭素
効率性（売上高当たり炭素排出量）の水準に着目して、構成銘柄のウェイトを決定する指数であり、構成
銘柄に選定されています。

ISS ESG Corporate Rating�

企業の ESG 関連リスク、機会、影響を企業のバリューチェーンに沿って評価し、「ESG CorporateRating」
において「Prime」に選定されています。

Ecovadis

180カ国以上、220を超える業種の企業を対象に、「環境」「労働と人権」「倫理」「持続可能な調達」の4つ
の側面から企業のサステナビリティを評価。当社はシルバー評価を獲得しています。

評価機関
Top Employer Top Employers Institute（本社：オランダ・アムステルダム）が毎年実施する国際的な認定で、6つの人

事領域（20トピック）の調査により優れた人材活用を行う企業が認定されます。2024年1月に、世界29
カ国と4地域でグローバル・トップ・エンプロイヤー2024の認定を獲得し、特に、人材獲得、キャリア開
発、ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョンの3つの領域で高い評価を受けました。

Global Equality Standard�

DE&I の領域で包括的な評価を行う「Global Equality Standard」の認証を2023年5月に認証を取得し
ています。

えるぼし�

厚生労働省から女性活躍推進法に基づく「えるぼし」企業認定において最上位である3段階目に2017年
9月より継続して認定されています。

プラチナくるみん�

優良な子育てサポート企業として「プラチナくるみん」に2019年11月に認定されています。

100選プライム�

経済産業省・東京証券取引所より全社的かつ継続的にダイバーシティ経営に取り組んでいる企業として
「100選プライム」を2018年3月に受賞しています。

PRIDE 指標 ゴールド�

LGBTQ+ 等の性的マイノリティが働きやすい職場づくり等の取り組みが評価され、一般社団法人 work 
with Pride が策定した「PRIDE 指標」のゴールドを2017年から7年連続で受賞しています。

健康経営優良法人（ホワイト500）

経済産業省と日本健康会議より優良な健康経営を実践している法人に与えられる「ホワイト500」の認定
を、当社グループ内で計5社が取得しています。
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NTT グループ サステナビリティ憲章

　NTT グループは、企業の成長と社会課題の解決を同時実現することをめざした「NTT グループサステナビリティ憲
章」を2021年11月に制定。2024年4月には新中期経営戦略並びに国際的な標準化動向を踏まえ、アクティビティの
見直しを行い、持続可能な社会の実現に向けた3つのテーマに対して9つのチャレンジを設定し、各種取り組みを推進
しています。

NTT グループとして一体感のある推進体制

　NTT グループでは、2015年度から「グループサステナビリティ委員会」を設置し、NTT の代表取締役副社長を委員
長、当社を含む主要グループ8社のサステナビリティ最高責任者（取締役副社長、常務取締役）を委員とし、グループ全
体におけるサステナビリティマネジメントを実施しています。また、各社のサステナビリティ推進担当者で構成される

「グループサステナビリティ連絡会」を定期的に開催し、グループ共通の課題や各社の優良事例の共有、サステナビリ
ティ重点活動項目の実施状況に関するPDCA の相互確認等、一体感のあるサステナビリティ活動を推進しています。

NTT グループの基本方針
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サステナビリティの理念浸透・促進

　NTT グループでは、2013年度より国内外の NTT グループ各社が取り組む持続可能な社会に貢献する施策を披露・共有することを目的として、「NTT グループ サステナビリティカンファレンス（旧 NTT グループ CSR カンファレンス）」を開催し、
当社グループも毎年参加することで社員へのサステナビリティ経営の理念浸透・促進に取り組んでいます。
　2023年度は11回目の開催となり、過去最多22カ国・地域のグループ会社から過去最多149施策のエントリー、特設サイトの PV 数は累計約60万件（前年27万件）、Web サイトからのいいね投票数が26万件（前年6万件）となり、優良施策の
共有、事例の水平展開を通じて、サステナビリティに対する意識や高い関心が示される事がわかりました。当社グループからは8件が最終選考に残り、3件が最優秀賞、以下2件が MVP を獲得しました。

�Nature 
Conservation

スマートモニタリングによる節水
～漏水・逆流を検知・予知する水配送ネットワークソリューション～

会社名 NTT Belgium（ベルギー）

概要 欧州全土の約40％で社会課題となっている漏水の削減に向け、水使用の最適化、特に漏水や
逆流の検知に課題を抱えているリエージュ市において、CISCO 社等の協力を得て、水の使用量
を監視するシステムを開発しました。IoTデバイス、ビッグデータ、AI を活用し水配送ネットワー
クの状態をリアルタイムで把握、老朽化したパイプラインを優先的に交換できる仕組みを構築
し、漏水、逆流等の問題をセンサが検出。水使用量の最適化と衛生管理を実現する節水イン
フラが、市合計245,000台のうち65,000台が配備されており、2023年には100万立方メートル
以上の節水に貢献し、2024年には倍増の200万立方メートルも見込まれています。
リエージュ市における取り組みを他地域にも導入し、国家間での水交換に備え、双方向の流
量を計算して適切な量の水が汲み上げられるように測定も開始し、市民、現場作業員を含め
た関係者全員に水消費に対する意識の醸成と習慣化にも注力しています。

 �Carbon 
Neutrality

ネット・ゼロ・コミットメントを達成するためのデータセンターの脱炭素化
～環境負荷を下げる世界各地のデータセンターの挑戦～

会社名 NTT グローバルデータセンター（米国・インド・オーストリア・ドイツ）

概要 世界的な電力不足、エネルギーコスト上昇等の影響を受けやすいグローバルデータセンター
の環境負荷を低減する取り組みを実施し、各地でのパイロットプロジェクトから得られた成果
とノウハウを展開しています。
1  米国・シカゴ 

       これまでExcelで行っていたサステナビリティ関連データの管理をスマートプラットフォームに           
       移行し、運用効率の改善を可視化しています。
  2  インド・ムンバイ 

機器の冷却に直接接触式液体冷却＊1（DCLC）、液浸式冷却＊2（LIC）の2つの手法を導入し、
年間 PUE が1.2～1.25へ大幅に改善しました。

3  �オーストリア・ウィーン 
バックアップ電源システムの燃料として第2世代バイオ燃料である水素化処理植物油
（HVO）を採用し、CO2等の温室効果ガスの純排出量を最大90％、窒素酸化物（NOx）
を8％、粒子状物質（PM）を42%削減しています。

4  �ドイツ・ベルリン 
データセンターで生成された熱を回収、付近のマリエンパーク商業地区に移送して
います。そこで、排熱は55℃にまで達し、1000棟以上の建物に化石燃料を使わない
暖房と温水を提供しています。

＊1 直接接触式液体冷却（Direct Contact Liquid Cooling ）：IT 機器の内部を冷却水が通過し、熱を取り出すシステム
＊2 液浸式冷却（Liquid Immersion Cooling ）：液体誘電体冷媒で満たされたタンクに IT 機器を直接浸すソリューション
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